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環境と調和した社会の実現                       ●研究動向・成果
 

エコパーキングの普及促進に 

向けた技術的課題等に 

関する調査 
 

環境研究部 道路環境研究室 室長並河 良治 主任研究官土肥 学 研究官瀧本 真理 

（キーワード） エコパーキング、アイドリングストップ給電システム、CO2排出抑制、大気環境改善、 

 

１． はじめに 

京都議定書の温室効果ガス６％削減目標の達成

に向け、日本のCO2排出量の約2割を占める運輸部

門では、自動車単体対策や交通流体策などの各種

取組みが進められており、道路施策では目標達成

に向け自転車利用環境の整備、ITSの推進、路上工

事の縮減、高速道路の弾力的な料金施策、ボトル

アップ踏切等の対策が中心的に進められている。

本稿で紹介するエコパーキングシステムは、長距

離トラックの長時間アイドリング時に排出される

CO2やNOX・PMを抑制するための新たな方策として、

近年、注目が集まっているものである。 

 

２． エコパーキングシステムの概要 

 エコパーキングシステムは、高速道路のＳＡ(サ

ービスエリア)・ＰＡ(パーキングエリア)等におい

て長距離トラックが仮眠や荷待ち等の際に室内の

空調等に必要となる電気を、アイドリングによる

発電ではなく外部から供給させるシステムである。

図－１は東京電力㈱をはじめとするグループが開

発した「外部電源式アイドリングストップ給電シ

ステム」である。このシステムでは、大型車用駐

車ます付近に設置された自立式の給電スタンドと、

トラック後方に設けた受電装置(専用コンセント)

とを、給電ケーブルにより接続することにより、

運転室内に電気を供給し冷暖房装置等を運転させ

る。これにより、トラック運転手はアイドリング

せずに快適な運転室内環境を整えることが出来る

とともに、アイドリング時に排出されるCO2や

NOX・PMを抑えることが出来る。 

 

(エコプロダクツ2008にて撮影)     

図－１ アイドリングストップ給電システム 

 

３． 普及促進に向けた技術的課題 

 ＳＡ・ＰＡに設置されている大型車用駐車ます 

は前進駐車・前進発車方式による並列的な多重配

置が主流であり、駐車マス付近の地上部にはトラ

ック通行の阻害となる構造物の設置は、空きスペ

ースがない限り容易ではない。よって、ＳＡ・Ｐ

Ａでの本格的な普及を図るためには、本システム

がトラック通行の阻害とならないよう、システム

の地中埋設化(完全埋設、地中からの昇降式)ある

いは架空化等の技術開発が必要となる。以上のこ

とから、現在、本課題への解決方策の検討を進め

ているところであり、検討にあたっては、降雨・

降雪、浸水への耐水性の確保、耐衝撃性、輪荷重、

温度・湿度等の耐久性、システムの安全性（感電

等）・操作性、駐車場内の安全確保等について留

意しつつ進めている。これらの検討結果について

は今後まとまった段階で報告する。 

 

【参考文献】 
1.東京電力「外部電源式アイドリングストップ給電シ

ステム」ホームページ 

http://www.tepco.co.jp/eco/i-stop/index-j.html 

給電スタンド(自立式)トラック側受電装置

給電ケーブル
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閉鎖性水域における環境再生 

の実現に向けて 
－三河湾流域をモデルとした物質循環管理方策の提案－ 

 

環境研究部 環境研究官     藤田 光一  

同   河川環境研究室 室長今村 能之 研究官望月 貴文 

（キーワード） 閉鎖性水域 流域圏 物質循環 貧酸素水塊 流入負荷削減 干潟・浅場の造成   

 

１．水域の環境変化という広域的で複雑な現象を説明

できる仮説の提示 

健全な水域の環境再生のためには、陸域から沿岸海

域にわたる広域的な視点からの栄養塩類等の物質循環

管理が重要である。その目標設定と施策検討の枠組み

の提案を目指した研究を、プロジェクト研究として実

施した。モデルケースとして、沿岸海域の環境劣化と

課題が明確である三河湾流域圏（三河湾とその流域）

を取り上げた。 

まずは、広域的で多分野にわたる複雑な現象につい

て包括的な検討ができるよう、環境劣化過程を説明で

きる仮説を提示した。水質・生物・ハビタットなど環

境に関わる諸項目の経年変化状況と、陸域から海域へ

の窒素・リンおよび土砂の供給量の経年変化状況から、

三河湾で発生している各現象間の関係を整理し、その

結果から三河湾の環境劣化過程を説明できる仮説を提

示した。昭和30年代からの流入負荷の推移、干潟・浅

場・藻場面積の変化、赤潮・貧酸素水塊の発生から、

特徴的な段階として下図の4つのフェーズに区分した。 
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２．水質モデルを用いた仮説の定量的評価 

提示した仮説の定量的評価を目的として、水質モデ

ルを用いシミュレーション計算を行い、各フェーズに

おける物質循環量を算定した。その結果、貧酸素水塊

の増加に直接的に関係している悪い沈降（干潟・浅場

以外の海域深部への有機物沈降量をこう呼ぶこととす

る）が、フェーズ２からフェーズ３に移る（干潟・浅

場が大幅に減少する）ことで顕著に増加しているなど、

先の仮説を物質循環の観点から裏付けることができた。 

３．貧酸素水塊の発生に着目した施策検討の枠組み 

 以上の検討から、生態系の劣化を引き起こす直接要

因は貧酸素水塊であり、陸域から海域にわたる様々な

現象の影響が、貧酸素水塊の発生に集約するととらえ

ることができた。貧酸素水塊の発生を評価軸に据える

ことにより、複雑な現象の全体像を把握することがで

き、包括的な目標設定・施策の方向性の検討を簡易に

行うことが可能になる。ケーススタディーとして陸の

施策である「流入負荷削減」、海の施策である「干潟・

浅場の造成」の効果を、貧酸素水塊の発生を評価軸と

して算定・比較した。その結果、今回提案した施策検

討枠組みを用いることで、性質・フィールドの異なる

様々な施策を同じ土俵で具体的かつ統一的に議論でき

るようになることが確認された。 

４．環境再生の実現に向けた土台づくりのために 

具体的な政策提言や政策実践に関わる意志決定に資

する研究開発を行うために必要な研究プラットフォー

ムを提示した。そこには、モニタリング調査の計画策

定、その結果の分析・活用、体制の施策検討・評価に

ついて技術面での指導・助言などの体制の要件、情報

蓄積と共有方法が含まれている。詳細については以下

の参考文献を参照されたい。 

【参考文献】 

・岸田ほか,陸域を含む広域的な視点からの海域環境再

生方策の検討,水産工学,日本水産工学会,2009年7月 

・岸田ほか,流域における物質循環の動態と水域環境へ

の影響に関する研究,国土技術政策総合研究所プロジ

ェクト研究報告第28号 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/kpr/pr_nilim.htm 
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